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PFIは、PFI法第1条に書いてあるように、「民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して公共施設等の建設、維持管理及び運営の促進を図るための措置を講ずること等により、効率的かつ効果的に社会資本を整備し、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする」ものです。即ち、民間の資金・経営能力、技術的能力を活用することにより、国や地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的な公共サービスを提供することを目的とするものです。しかし、どうも、最近のPFIの動きからすると、PFIが分かり難いとの声を聞きます。そこで、次にいくつかの疑問点にお答えする形で解説してみたいと思います。

1． PFI事業と公共事業はどう違うのか。

PFIは、「公共施設等の建設、運営等を効率的・効果的に行うもの」です。従って、PFI事業はあくまで公共事業の一環です。施設が本当に必要であるかが大前提になり、その事業を公共部門が直接行うよりはより効率的（財政支出の縮減等）効果的（サービスレベルの向上等）に行うことを目的とします。間違っても、公共事業に上乗せするような事業をPFI事業とすることは許されません。

2． 現在のPFI事業の動きはどう評価されるか。イギリスのPFIとは違いがあるか。

現在、日本でも110を超える事業がPFI事業として行われています。これは当初予想されたものよりははるかに多い件数と言えます。しかし、イギリスのPFIと較べますといくつかの違いがあります。例えば、事業方式としてBTO(Build Transfer Operation)方式が多いということです。これは民間事業者が建設した施設を公共に有償で譲渡し民間はその施設を運営するもので、現実的には運営ではなくて維持管理（Maintenance）のみになり、実質的に延払い的なPFIが散見されます。しかし、これはPFIのそもそもの目的である「公共施設等の建設、運営等をより効率的・効果的に行う」との趣旨からすると劣後的に考えざるを得ません。因みに、イギリスでもこの方式は見受けられません。

3． PFIの中心概念であるVFMとはどういう内容のものか。

公共施設等の整備について、これを公共部門で行う場合と民間に委ねる場合とでいずれが効率的、効果的かを検証するのがVFM（Value for Money）の計算です。これは、公共部門が自ら行った場合のコスト（PSC：Public　Sector　Comparator）と民間に行わせて、公共がそのサービス対価を購入する場合のコスト（LCC：Life Cycle Cost）を比較して、前者より後者が低いときに、公共部門は民間事業者に当該事業を行わせて、公共部門はこれのサービスを購入する方が財政支出の縮減が図られるとするものです。これは、PFI事業の最も基本となるものですから、客観的、かつ明確に行うことが必要です。

4． 現在PFIについての事業プロセスについていろいろ批判があると言われるが具体的にはどういうものか。

PFI方式はイギリスの制度を導入したものです。イギリスと日本とで公共調達の歴史的、制度的な違いがあります。イギリスでは、特に、地方自治体の事業について、公共部門の直接事業とするか、PFI事業とするかについては、大蔵省が事業のチェック、認定（Sign Off）、資金措置をやっています。これに対して日本の場合は自治体等の判断に委ねられている面が多いのが特徴です。また、イギリスの場合、民間事業者選定方式については多段階選定方式
、対話型競争入札方式
を取っていますが、日本の場合技術的問題もあり今後いかなる方式とするかについては議論があるところです。

5． PFIについての今後の方向はどういう方向になるか。

今後のPFIの方向としては次の点に留意して行う必要があります。

①「PFIは公共事業をより効率的、効果的に行う手段の一つである」との原則を踏み外さずに、事業の必要性を充分認識した上で行うことが必要です。PFI方式は手段、目的は公共事業の効率化です。

②民間の経営力が最も発揮されるのは、施設の整備よりは運営面です。従って、今後は運営に重点を置いたPFI事業が中心となっていくべきです
。

②民間事業者と公共部門とが積極的に対話を行い、お互いに最も良い方向を見出していく努力をすることが必要です。

③公共調達における様々な面において日本の制度とイギリスの制度とが歴史的、制度的に異なることは事実です。公共事業分野に民間の経営力資金力を導入していくためには日本型の事業プロセスを漸次改善していく必要があります。

④忘れてはならないのは、民間の経営力資金力を活用するには公共部門の意識改革が必要ということです。

6． わが国の道路公団とイギリスのPFI事業の違い

　最後に、以上のことからお分かりいただけたと思いますが、「イギリスのPFI方式は日本の道路公団をモデルにしている」ということは正確ではありません。確かに、日本の公団方式が1950年代後半に誕生した一つの理由は、公共施設を（税金のみでなく）民間の資金を導入して長期的に整備するということでした。この面でイギリスのPFI方式が紹介されたときに、日本ではずっと前からやっているということが言われました。しかし、イギリスが、民営化、独立行政法人化、外部委託等を通じて公共部門の合理化を行い、最後に残った公共事業分野に民間の経営力、資金力を導入したものがPFI方式ということから、わが国の公団方式とイギリスのPFI方式の違いがお分かりいただけると思います。

� 最初に応募者からの概要提案に基づき概要審査を行い、３から４社に絞ってその後に絞られた事業者について本審査を行うやり方。


� 公共部門と民間部門とが対話（Clarification Meeting）を行いそれぞれの考えを十分理解し合いつつ民間事業者の選定を行うもの。但し、これはあくまで双方の考えを相互理解するプロセスであり、交渉ではない。


� イギリスでは、現在PFI事業から、行政サービス全般を民間に委ねるというPPP（Public Private Partnership）方式に移行しています。





